第19回大阪府地方独立行政法人評価委員会　議事要旨

１　日時　　　　平成21年7月3日（金）　10時～12時

２　場所　　　　大阪府職員会議室「多目的ホール」

３　出席委員　　奥林委員長、辻本委員、中島委員、永田委員、槙野委員、松澤委員

　　　　　　　　（山谷委員、宮嶋委員は欠席）

４　議題

（１）公立大学法人大阪府立大学及び地方独立行政法人大阪府立病院機構の役員報酬等規程の改正について

　（２）平成21年度の開催予定について

　（３）「大阪府立大学のあり方」検討状況について

　（４）公立大学法人大阪府立大学の平成21年度計画について

　（５）地方独立行政法人大阪府立病院機構の平成21年度計画について

　（６）その他

５　議事概要

Ⅰ　開会

○　大阪府総務部理事から挨拶があった。

○　公立大学法人大阪府立大学の奥野理事長から新任挨拶があった。

○　委員長が議事項目の確認を行った。

　Ⅱ　議事

（１）公立大学法人大阪府立大学及び地方独立行政法人大阪府立病院機構の役員報酬等規程の改正について

　○　事務局が資料１－１「公立大学法人大阪府立大学　役員報酬規程の改正概要」及び資料１－２「地方独立行政法人大阪府立病院機構　役員報酬規程の改正概要」について、次のとおり報告を行った。
　　・　本改正は、人事院勧告及び大阪府の賞与の改定状況を踏まえ、府立大学の理事長・理事及び府立病院機構の理事長の平成21年６月期の賞与について支給月数を0.15月分凍結するもの。役員報酬の支給基準の変更については、地方独立行政法人法において、法人が知事に届け出る必要があり、知事は評価委員会に通知し、評価委員会は「意見を申し出ることができる」と規定されている。委員長に相談の上、６月26日に各委員に改正内容について意見照会を行ったところ、特段意見がない旨を確認した。

（２）平成21年度の開催予定について
○　事務局から資料２－１「評価委員会の今後の主なスケジュール（案）」、資料２－２「平成21年度の委員会運営スケジュールについて」及び資料２－３「平成21年度評価の実施について」の説明を行った。

（３）「大阪府立大学のあり方」検討状況について
○　私学・大学課から資料３－１「「大阪府立大学のあり方」について」、資料３－２「大阪府立大学に対するマーケティング・リサーチ結果（概要）」及び資料３－３「地方独立行政法人評価委員会の評価の仕組」について、次のとおり説明を行った。

　・　知事は、大阪府立大学に108億円の税金を投入している意義、経営主体が大阪府でなければならないかをしっかり議論したいとの意向で、今年度の重要課題の１つのして検討している。

・　スケジュールは、大きな方向性を7月中に議論し、今年度中に具体的な案を示したい。大学法人として学生を抱えている以上は、どのような議論であっても次期中期目標は必要と考えている。
・　次期中期目標について評価委員会の意見を伺う前に、まずは地方独立行政法人法第31条の規定に基づき、現中期目標期間の終了時の検討状況について意見を伺うスケジュールになる。

・　5月に実施したマーケティング・リサーチなど、種々なリサーチ概要を資料３－２に示している。納税者の視点、企業の視点、都市の視点、学生の視点の4つの視点からアンケートを実施し、あり方検討する資料として活用している。

・　今年度中には大学改革の具体的な方向を示し、中期目標期間の終了時における業務継続や組織のあり方等の検討について、評価委員会の意見を伺いたいので、よろしくお願いしたい。

○　委員から次の意見があった。

・　大学の場合は、国立大学、公立大学、私立大学がある。大阪府立大学のあり方を考える場合、本当は日本の3つの大学区分が本来どうあるべきかという議論があってしかるべき。公立大学の中でも大阪府立大学というのは、大阪府民のために教育機会や高度教育など教育サービスを提供している。ただし、現実的には、大阪府民だけでなく幅広く来ており、今の状況は、国立であれ、公立であれエリア関係なしに偏差値で大学に来ていると思う。よって、データの提供をするとき、大阪府民がどれぐらいの比率で入ってきて、最近どうなのかというデータも整備していただき、我々が判断できる材料を今後提供してほしい。
・　大学全体のあり方については、昨今、中央教育審議会等で学士力の質の保証といった問題も議論されており、全国的な大学のあり方、地方公共団体の大学のあり方、私立大学のあり方など広い視野を含めて論点の整理をしてもらうと理解しやすい。また、府民の観点から府立大学がどのような意義があるのかといった論点も具体的なデータを示して整理してもらいたい。
・　非常に小さな観点だが、大阪府立大学には医学部はないが看護学部がある。医療の面から言うと、いかに大阪府立大学で教育して、大阪府の医療に貢献するのか。大阪府民は医療に関心が高い。病院の話や看護師の教育などが、大阪府民にどれほど貢献するか、実際の方向性が見えない。大阪府立病院機構との連関が強いとかを含め、府民に貢献しているということがわかれば、大阪府立大学として非常に意味があると思う。そういうことを検討してほしい。
・　重要な点だと思う。看護やリハビリテーションの分野では全国的にトップレベルで教育し、看護師を養成している。病院機構と協力しながら大学が活躍することにより、大阪府民への医療サービスの向上が図れるのではないかという点も整理して、社会的意義を明らかにしてほしい。
・　これだけ経済が逼迫し、子供を入学させる経済的余裕がない中で、今、ある意味では、地元の優秀な力を地元に惹き付けるチャンスだと思う。そういう意味で、地元の人にとって大阪府立大学がいかに魅力ある大学であるかということを、もっと府民に向けてアピールすることを努力してほしい。
・　地方に行くと、地元の若者を地域に定着させることは非常に重要な課題になっている。大阪府の場合でも事情は同じではないか。こういう観点から、大阪府立大学の存在意義を府民にわかりやすく示してほしいので、データも含めて検討してほしい。大阪府立大学のあり方については、大阪府で検討中とのことだが、今後、新しい動きがあれば、本委員会あるいは部会に報告し、情報共有したい。
（４）公立大学法人大阪府立大学の平成21年度計画について

○　新任理事（安保理事、正木理事、辻田理事）の紹介があった。

○　資料４－１「公立大学法人大阪府立大学　中期目標進捗状況（17～20年度）」及び資料４－２「公立大学法人大阪府立大学　平成21年度計画の概要」により法人が説明を行った。

○　委員からの質問・意見（◆で表示）と法人からの説明（⇒で表示）があった。

◆　教員のスリム化について、着実に目標を超えているという報告があったが、現場にどのような影響を及ぼしているのか。今後、見直す必要がないのか。報告の中で気になったので説明してほしい。
⇒　10年計画で25％削減であり、教員に対するショックは大きかった。ただし、原則的には、退職者の不補充という手法が中心である。一番困るのは、学問分野をキープしたいときに先生がいなくなることで、かなり配慮しながら行っている。各部局に任せず、理事長以下で人事委員会を作り、質をキープするように計画を立てながら行っており、今のところ上手くいっている。
◆　ウェイト付けを行った項目が11項目あるが、根拠を説明してほしい。

⇒　ウェイト付けを行った根拠は端的に言うと、法人運営の中で特に重要と考えた項目。また、残り2年で達成が難しい項目は、今回ウェイトを高めている。具体的には、155番、159番でいずれも教職員の業績評価の項目。教員も自己評価は行っているが、客観的な教育・研究、管理・運営面に関して、多様な面での業績評価というシステム化ができていない。また、外部研究資金の獲得額に応じた報奨金の支給は行っているが、業績評価を給与連動させる検討が進んでいない。最終年だけで実施することは難しく、21年度に何らかの道筋をつける必要があり、特に力を入れている。
192番は、広報活動を一元的かつ効率的に行う体制整備についての項目。「府立大学は頑張っているが、なかなか見えてこない」という意見をよく聞いており、広報活動については戦略的に進める必要があるためウェイトを高めている。
180番、198番は、平成19年度の業績評価で計画通りに進んでおらずⅡ評価となった項目。施設機器の共同利用体制についての検討が進んでいなかったため、特に重点的に進めるためウェイトを高めている。

◆　中期目標を達成するため不十分な点や経営面での解決すべき点にウェイトを置かれている。外部資金の獲得、教員の人員削減の点ではかなり成果を上げており、別の側面でも中期目標との関係で力を入れたいということは十分に理解できる。
◆　大学の役割は、高校から進学してくる大学生の教育と研究者の研究活動のレベルアップにより貢献するという本来の大きな考え方があると思う。少子高齢化が進行している中、社会人に開かれた大学が1つの次のポイントになるのではないか。例えば、社会人の教養を高める講座などに1つのポイントを置けばいいのではないか。
　　もう1点、国際交流について。関西の企業は、アジアを向いた事業活動になってきている。その中で、アジアの国際的な観点で考えられる人を養成するとか、アジアの留学生をしてレベルアップして、関西の企業にもプラスになるよう、留学生をアジアに特化した形で目を向けていくのも府大の将来の姿の1つだと思う。

⇒　社会人については、いくつかパターンがある。１つは、大学院の現役社会人の受け入れ。看護の大学院の学生は、ほとんどが病院で働いている看護師である。難波のビジネススクールの学生もほとんど現役の社会人。
もう１つは、生涯教育と言われているシニアに対する教養講座。府立大学は人気のある講座を結構実施しており、かなり人が集まっている。その次に狙っているのは、単なる教養講座でなく、シニアに対し、府立大学が「府大免許」と呼んでいるが、きちんとしたライセンスを出して、学校のサポートや地域のＮＰＯのサポートに行くなど、活躍できるシニアを育てること。堺市とは既に話を始めており、これが生涯教育という意味での大学の貢献ではないかと思っている。実は、他の大学も同じようなプランを考え始めているので、乗り遅れないように先行してそういう計画を進めている。
留学生についてはご指摘のとおり、アジアに目を向けターゲットにしている。アジアをターゲットにしてやっていると、フランスから留学生が増えたり、それが噂になり、今年はアメリカから府立大学に行きたいという話が増えたりしている。心を決めてきちんとターゲットを絞ると、それが拡がっていくと前向きに考えている。

◆　今年の６月から、私どもNPOの活動の１つで、病院で活躍できるボランティア養成講座を始めた。団魂の世代を中心にものすごく応募が多く、びっくりしている。これこそ大阪府立５病院を、地域の医療を地域の人が支えるということであり、ライセンスと言われていたが、病院と連携して是非実現してほしい。
⇒　ライセンスという言葉を強調しているが、NPOなどで活躍したいシニアは思いが熱い。そういう人が多いと、トラブルも多くなる。そうすると、大学がスクリーニングをかけるようなことを行い、上手く連携して実のあるボランティア活動ができるよう、頑張らないといけないと思っている。
（５）地方独立行政法人大阪府立病院機構の平成21年度計画について

○　新任理事（南部理事）の紹介があった。

○　資料５－１「地方独立行政法人大阪府立病院機構　平成21年度計画の概要」により法人が説明を行った。

○　委員からの質問・意見（◆で表示）と法人からの説明（⇒で表示）があった。

◆　平成20年度は約15.５億円の黒字。初年度効果がどこまで続くのかが関心事であった。公立病院の経営がしんどいと一般的に言われる中で、これだけ黒字が出ているのは注目される。大きな努力があったのではないかと推測し、敬意を表する。
◆　病院を評価する立場から言うと、今回の財務状況の報告は素晴らしく、また驚いた。昨年の状況では、どれだけ努力しても、今の医療制度や医療環境では、不良債務を全て解消するのは難しいと思い評価を行っていた。それで、努力には大変敬意を表し、努力の部分はＡと評価するが、結果として財務面のアウトカムは難しいだろうと考えていた。
今回10億円近く収支が増えた具体的な理由がはっきりと分かれば、今後、ポイントに重点を置いた計画が立てられる可能性がある。従って、19年度と比べて20年度はどこが収益プラスにつながったか、具体的なポイントを説明してほしい。例えば、地域医療支援病院になって上がったとの話があったが、それだけでこれほど上がるのか、稼働率や診療単価が非常に上がった部分があるのか。そういうポイントを明快に説明してもらえば、来年、再来年の計画に非常にも役立つのではないかと思う。
昨年、これだけ頑張っても6億円位しかいかないのではないかと評価した立場から言うと、15億円いけるとなったら、昨年の評価は何だったのかと若干辛いところ。説明責任もあるので、明快に理解したい。
⇒　複合的な要因で収益の改善が図られているが、幾つか申し上げると、急性期総合医療センターでベッドコントロールとして病床の効率的な利用をシステム化し、病床利用率の向上を図ったことにより約4.9億円収益が増えた。また、母子保健総合医療センターでの小児入院加算、算定病棟の拡大、診療報酬の改定等があり5.4億円増えた。一方、支出の面で、退職金カットや事務職員に対する給与カットなど一定の経費削減を図った。総合的に合わさって、今回、こういう決算につながったと考えている。
◆　事務職員の給与カットや経費カット、退職金カットなどの話があったが、働いている職員からすれば黒字であっても給与がカットされる。民間の観点から言うと、何のために努力して黒字にするか、何かやるせないところが出てきて、職員のモラールの低下にならないかという心配がある。
⇒　ご指摘の懸念を感じながら実際の運営を行っている。例えば退職金のカットや給与カットは、既に大阪府が実施しているところを2年ほど先延ばししており、今回やらざるを得なかった。今回のボーナス一部カットに関しても、全国や大阪府の動きの中で、公務員型の独立行政法人という形では、独立行政法人だから自由に考えればいいというわけにはいかず、非常に辛いところでの決断をしないといけなかった。それを堂々と黒字の原因とは言いにくいところ。
だたし、職員個々の頑張りを評価しながら給与に反映するシステムや、頑張った診療科に対して例えば金銭的なインセンティブを与たり、医療機器購入の配分を与える。その他、表彰制度を創るなど、色々な形で何らかのインセンティブを与えるような工夫を並行してやっている状況。
◆　職員のケアは当然されていると思うが、よくケアしてほしい。病院としては、患者に対するサービスというのが非常に大事になるので、職員がやるせない感じを持つのは困る。
◆　今の病院運営の仕方で毎年10億円くらい黒字が出るという固定観念になると非常に辛い。いくら頑張っても、これくらいなのが医療と評価するつもりが、15億円プラスと言われると、本当にどこでどうなっているのか。不良債務という言葉自体も辛いところで、勤めている人に対して、15億円の収支プラスになったというインセンティブを何かで考えてもらわないと。民間病院でも大体トントンでいいくらい。プラスの部分は従業員のために還元すると、働き甲斐や定着率が高くなり、人材の確保に繋がると思う。
（６）その他

○　事務局から今後の大学及び病院部会、評価委員会の開催日程の連絡を行った。

Ⅲ　閉会

○　閉会に当たって、委員長から次のコメントがあった。

・　府立大学については、橋下知事のもとで、色々と新しい改革が検討されており、将来どうなるか見通しが立ちにくい状況がある。ただし、学生がいる限り、きちんと彼らの将来なり、これからの教育について、大学の組織として責任を持った次期の中期計画を立てるというのが１つの社会的責任であると思う。
前の南学長が、大学の自立的な発展という言葉で表現されていたが、組織としては、自立的に改善をし、効率化を求め、同時にサービスの質を向上することは最も基本的な課題である。その運営がどこにあろうと、現場としては常に努力を続けていかなければいけない課題だと思う。

病院機構については、不良債務の解消という非常に大きな課題があるが、見事に3年目で15億円の黒字を出すほどの改善をされた。その背景には、色々な努力があったと思うが、病院経営は制度的にどうにもならず、これ以上黒字を出すのは不可能だといわれる状況の中で、努力することにより１つの壁を破ったことは非常に貴重な経験で、他の病院に対しても大きな刺激となり影響を与えるのではないかと思う。
従来の考え方を打ち破るようなアイデア、例えば、今回の場合でもベッドコントロールセンターを作り利用率を上げるとか、入院加算ができる新しいサービスにシフトしていくなどして、従来では難しいといわれた課題を解決した。

これは非常に大きな成果だと思うし、イノベーションを自ら行っていくのが、独立行政法人の１つの自立的な組織としてのあり方ではないかと思うので、ぜひ尽力していただきたい。これだけの成果を出された理事長はじめ、職員、医師、看護士の皆さんに対して心から敬意を表したい。

以上
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